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１．上下水道事業とは 水道事業
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水道とは、人の飲用に適する水を供給する水道管や浄水施設などの施設総体を指します。

浄水施設

水道管

原水 水道水

水源（表流水・伏流水・地下水）

ご家庭

水道事業は、水道の管理、運営を行い、清浄な水の供給をもって公衆衛生の向上、生活環境の改善を目的と
した事業で、主に地方公共団体（市町村）が運営する公営企業になります。

公営企業とは、地方公共団体が住民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供するために経営する企業
活動の総称になります。



１．上下水道事業とは 下水道事業

下水道とは、下水（家庭の台所・水洗トイレ、工場・事業所から出る汚水と、雨水）を
排除するために 設けられる、下水道管・処理施設・ポンプ施設などの施設の総体を指します。

下水処理場

下水の
処理

河川などの
公共水域へ

下水 下水道管
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ご家庭

下水道事業は、下水の処理・排除により、生活環境の向上、公共用水域の水質保全、浸水被害の軽減を
目的とした事業になります。
水道事業と同様に、主に地方公共団体（市町村）が運営する公営企業になります。



１．上下水道事業とは 公営企業会計
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水道事業、下水道事業は、独立した公営企業会計として、それぞれの事業を管理しています。

企業活動を正確に把握するために複式簿記を採用し、独立採算の原則に基づき、みなさまからいただく
水道料金、下水道使用料で、必要な経費をまかなって経営しています。

借入金
の返済

水道
料金
収入

次亜塩

素酸Na

維持管理

人件費

電力料

薬品費

修繕費

水道施設の耐震化・老朽管更新

設備投資

下水道
使用料収入 借入金

の返済
維持管理設備投資

収入

収入

支出

支出

水道
事業
会計

下水道
事業
会計 ・下水道管の布設など ・下水道施設の修理ほか



イラスト引用：水道PRパッケージ

～能登半島地震 被災状況～

イラスト引用：国土交通省
ウェブサイト

能登半島地震では、現地の水道・下水道施設にも多大な被害をもたらし、生活に大きな影響を及ぼしました。
将来に向けて水道・下水道施設の耐震化を進めていく必要があります。
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近年は人口の減少とともに使用水量が減少して、収入が減少しています。
一方、費用は物価高騰に加え、耐震性の向上など高機能化を行う必要があることから、増加しています。

必要な耐震化や老朽化対策を継続し、事業運営を継続するために、中長期的な計画が必要となります。

２．現行の計画 計画をとりまく背景

7収入（減少） 費用（増加）

料金収入
人口減少
＋
節水型機器の普及

維持管理費

整備・更新に
かかった費用

物価の高騰

物価の高騰
＋
老朽化対策・
耐震化などの
高機能化

将来見込 将来見込

無計画では
耐震化・老朽化対策
・事業継続は不可能

老朽管破損による道路陥没



２．現行の計画 一宮市上下水道事業経営戦略

一宮市上下水道部では水道事業・下水道事業の将来あるべき姿・基本理念・基本方針を定め、
その達成のための計画「一宮市上下水道事業経営戦略」を策定しています。
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基本方針

水道事業・基本理念「命の水を未来へ引き継ぐ一宮の水道」（24ページ～）

～いつまでもお客様の近くにあり続ける水道～水道サービスの「持続」

「安全」な水道 ～いつ飲んでも安全な信頼される水道～

「強靭」な水道 ～災害に強く、たくましい水道～

下水道事業・基本理念「いつまでも守り続ける循環のみち一宮の下水道」（80ページ）

～まちも川もきれいにする下水道～

～災害に立ち向かう下水道～

～次世代まで続く下水道～

「環境を守る」下水道

「生活を守る」下水道

下水道を「いつまでも守る」

基本方針 経営の維持

耐震化

老朽化対策

一宮市上下水道事業経営戦略 サービスの継続



２．現行の計画 一宮市上下水道事業経営戦略

一宮市上下水道事業経営戦略

事業目標・予定事業（費用）

基本理念→基本方針→施策（目標）

施策（整備目標）
例：耐震化率

事業計画
例：耐震工事計画

予定事業費

施策（経営上の目標）
例：回収率

予定収入
（料金・借入金）

経営改善・料金改定（収入）
収支の

バランス

収支計画

経営戦略では、目標達成のためにかかる事業計画と、事業費財源の確保のための収支計画を定めています。

計画期間 2023年～2032年（10年間）
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２．現行の計画 一宮市上下水道事業経営戦略（水道事業）

水道事業・収支計画（38,39ページ）

2024年15％・2029年に7％の料金改定

水道事業・管理指標（事業目標）（44ページ）

人口・使用水量・料金収入の減少

更新工事・耐震化工事費の増加

企業債残高の増加

設定目標
・耐震化率の向上
・老朽化による事故発生件数の抑制

料金回収率100％以上の維持
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２．現行の計画 一宮市上下水道事業経営戦略（下水道事業）

下水道事業・収支計画（92～97ページ）

・新規整備 ・浸水対策
・老朽化対策 ・地震対策

下水道事業・管理指標（104ページ）

2024年25％・2026年に20％の使用料改定

100％未満の経費回収率

経費回収率の改善・運転資金確保

借入金の返済による資金減少

市（一般会計）からの補助金に依存

設定目標



２．現行の計画 経営改善の取組

職員数の削減

施設の停止

広域化・共同化 単独公共下水道の県流域下水道への統合
近隣市町との管路調査業務の共同発注

取水効率の悪い水源の停止
西部浄化センター焼却設備の停止

流域下水道への統合、佐千原浄水場の運転管理委託による
職員数の削減（退職による補充職員数の減）

先進技術の導入 人工知能（ＡＩ）を活用した劣化診断システムによる水道管の効率的な更新
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下水道広域化推進総合事業＜単独公共下水道の流域下水道への統合＞

一宮市西部浄化センターの課題

・供用開始から60年以上経過し老朽化が進行
・改築更新事業に多額の費用を要する

・処理場を稼働させながらの改築更新が困難

一宮市西部浄化センター

日光川上流浄化センター

統合

一宮市西部浄化センターを日光川上流流域下水道
への統合を進め、スケールメリットによる汚水処
理の効率化を推進する

掻寄機
駆動部

コンクリート
躯体腐食

処理場施設すべてを更新するには

340億円超が

必要となります。
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２．現行の計画 経営改善の取組



下水道広域化推進総合事業＜単独公共下水道の流域下水道への統合＞

五条川右岸浄化センター

日光川上流浄化センターへ

凡　例

日光川上流処理区

日光川上流処理区

（西部処理区合流区域）令和8年度接続予定

日光川上流処理区

（西部処理区分流区域）令和13年度接続予定

五条川右岸処理区

流域下水道幹線

下水処理場

一宮市西部浄化センター
（令和13年度停止予定）昭和38年度運転開始

日光川上流浄化センター

統合

一宮市東部浄化センター

一宮市西部浄化センター
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統合により、

以下のメリットが見込まれます。

・改築更新費、維持管理費の削減

・放流水質の向上

・スケールメリットによる

維持管理単価の低減

２．現行の計画 経営改善の取組



水道管の維持管理は、AIを活用した劣化診断の結果を用いて、事故の発生を防ぐため効率的に調査・修繕を行っていきます。

今までの管路の維持管理は、漏水、道路陥没等、事後対応が主なもの

危険度
（漏水リスク）

● 高
●
●
●
● 低

AIを活用した
水道管劣化診断

仕切弁や道路上で
漏水の確認

仕切弁のガタツキ
・段差の確認

水管橋・空気弁の漏水確認

アングルの設置状況

コンクリート基礎の状況

下水道管の維持管理も、計画的に調査を行い、異常箇所を早期に発見します。

マンホールの
異常箇所の確認

鉄蓋のガタツキ
の有無

鉄蓋・舗装の損傷
段差の有無

道路陥没の有無
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人工知能（ＡＩ）を活用した劣化診断システムによる水道管の効率的な更新

２．現行の計画 経営改善の取組

老朽化の進む将来、事故の増加に対応できなくなるおそれ

耐用年数の経過にあわせて更新することは、事業費の面から不可能



340,000

345,000

350,000

355,000

360,000

365,000

370,000

375,000

380,000

385,000

390,000

2011 2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

経営戦略の計画期間

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）・2023年推計

将来人口の再予測
実績＋社人研の減少ペース

人口及び使用水量が減少し続ける見込み

経営戦略での予測値
（市総合計画・人口ビジョンでの減少ペース）

16

行政人口の将来予測

３．水道事業の将来見込み 将来人口の減少

R5 R14

（人）

料金収入の減少
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３．水道事業の将来見込み 借入利率の上昇

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

財政融資資金（財務省からの借入金）の借入利率【半年賦・全期間固定金利貸付・元利均等・据置期間なし】

経営戦略における見込み値の算定期間

経営戦略における借入利率
見込み値（平均値）

償還期間30年

償還期間40年

償還期間20年

償還期間30年

償還期間20年

経営戦略の計画期間

将来の借入利率見込みを
直近の実績に見直し

償還期間40年

実績

見込
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３．水道事業の将来見込み 愛知県営水道の料金改定

県水受水費単価の増額
（使用水量単価 １ あたり）
→費用の増加（26→28→32円/ ）

※県水受水量
2023年：15,061,676 
2024年：16,072,205 
⇒1年間で約1億円の増加

愛知県企業庁水道部水道計画課
YouTubeチャンネルより
https://youtu.be/SKnaOJHtNb8
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３．水道事業の将来見込み 建設物価の高騰見込み

y = 0.7181x - 1347

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

170.0

1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070

建設物価デフレーター（国土交通省・2015年度基準・上･工業用水道）

1985 2024

戦略予測値：1985-2020間の近似直線

2021-2024の数値が大きく上昇
→当初予測以上の物価高騰見込み



①行政人口の再予測
→予測以上の人口減少
→水道料金収入（給水収益）の減少

②県水受水費単価の上昇
→費用（受水費）の増加

水道事業の現状・再予測について

③工事費の財源である企業債（借入金）の利率が上昇
→費用（支払利息）の増加

※予定している建設改良事業費に充てる財源として、借入可能額上限まで借りる予定
→自己資金に余裕がない
→借入金への依存度が高いため、利率の上昇による影響が大きい

３．水道事業の将来見込み

④物価の高騰
→費用（建設改良費→減価償却費・償還元金）の増加
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３．水道事業の将来見込み
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水道事業の再予測・料金回収率

85%

90%

95%

100%

105%

110%

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

経営戦略の計画期間

2022-2023は基本料金
無料化事業により
回収率が減少

経営戦略での予測値

再予測値
・水量の減少
・利率（利息）の増加
・県水受水費の改定
・建設物価の高騰

実績値

経費の回収ができない
→資金の減少
→回収できなかった分を

次の料金改定に反映
すると大幅な改定

2024：15％
の改定

2029：7％
の改定

人口・水量の減少が続く
→料金収入の減少
→回収率の減少
→定期的な料金改定が必要



３．水道事業の将来見込み
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水道事業の再予測・現預金

0

10

20

30

40

50

60

2018 2019 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

(億円）

経営戦略での予測値

再予測値

円滑な事業運営のために
必要な年度末資金残高

（再予測値）

建設改良費に対して企業
債を上限まで借りる想定

経営戦略の計画期間



財政計画見直しの必要性について

３．水道事業の将来見込み
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収入の減少・費用の増加で収支状況が悪化

→回収率、資金状況見込みから、
経営戦略における2029年の料金改定を再検討



①処理区域内、水洗化人口の再予測
→予測以上の人口減少の見込み →下水道使用料収入の減少

②県流域下水道へ支払う負担金のうち維持管理費単価の増額
→費用（流域下水道管理費）の増加

４．下水道事業の将来見込み

下水道事業の現状・再予測について

③工事費の財源である企業債（借入金）の利率が上昇
→費用（支払利息）の増加

※日光川上流流域処理区 戦略見込み：直前の実績より65.7円/ 
→72.7円/ （2024年～）

※五条川右岸流域処理区 戦略見込み：直前の実績より76.7円/ 
→85.1円/ （2024年）
→87.3円/ （2025年～）

日光（県処理場）への送水量
2023年:9,594,801 
2024年:9,878,487 

五条（県処理場）への送水量
2023年:1,621,119 
2024年:1,697,569 
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④建設物価の高騰
→費用（建設改良費→減価償却費・償還元金）の増加



⑤資本費平準化債の拡充
●資本費平準化債
法定耐用年数と償還年数との差によって生じる負担差を平準化するための借入金

４．下水道事業の将来見込み 資本費平準化債の拡充
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（例）
下水道管の減価償却費：
法定耐用年数50年

工事の借入金の元金償還：
償還年数上限30年

減価償却費の回収を基に
料金設定する場合、一時的に
負担差が生じる



４．下水道事業の将来見込み 資本費平準化債の拡充
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これまでは

資本費平準化債の元金償還金に対して借入不可

償還年数 耐用年数（償却年数）

資本費平準化債に
係る償還金

資本費平準化債
発行額

建設
改良
費に
係る
償還
金

資本費平準化債に
係る償還金

平準化債の借入を続けると

→下水道事業の資金不足の原因

→2024年:25% 2026年:20% 改定を必要

→2023年10月の水道料金等審議会

改定の必要性と、

急激な改定は避ける点について答申



４．下水道事業の将来見込み 資本費平準化債の拡充

27

（借入できる額が）

拡充された分は

資本費平準化債の元金償還金

→借入可能額の増加により、

緩やかな使用料改定が可能に



４．下水道事業の将来見込み
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下水道事業の再予測・現預金

40
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55
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2018 2019 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

経営戦略での予測値

・2026年：20％の改定

資金減少の抑制

再予測値①

・2026年：20％の改定

（戦略の改定予定）

・平準化債の拡充なし

・利率（利息）の増加

・県流域下水道単価の改定

・建設物価の高騰

再予測値②

・改定なし

・平準化債の拡充を活用

→拡充分の借入には経費

回収の見込みが必要

(億円）

円滑な事業運営のために

必要な年度末資金残高の下限値

平準化債の拡充分の活用により
・「一時的な」資金状況の改善
・年度末の必要な資金下限額減少

経営戦略の計画期間

物価高騰により
・資金状況の悪化
・年度末の必要な資金下限額増加

再予測値①：物価の高騰により増加

実績

再予測値②：資本費平準化債の拡充分の活用



４．下水道事業の将来見込み
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財政計画見直しの必要性について

費用は増加するが、平準化債の拡充により改定までの猶予

→経営戦略における2026年：20％の使用料改定の予定を再検討
（緩やかな改定⇔平準化債の拡充分への依存⇔利息（最終的な負担額）増加）


